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九月に「 経済ベルト」構想を提起し、中国政府として初めて大陸間経済協力の一体化のための具体的構想を提示した。また、翌一〇月には 二一世紀海上シルクロード経済」 起し、地政学的に戦略性と経済・資源開発の可能性が高い中央アジア、東南アジア等の新興国や欧州・アフリカを取り込もうとし る。中国は、この二つを併せて「新シルクロード（一帯一路）構想」と呼び、二〇一四年
一一月に行われた中央外事工作会議における習近平主席の重要講話や同一二月に行われた中央経済工作会議のコミュニケでも言及した。　
第一に、 「新シルクロード経済









































金の設 も提案してい 。二〇一四年一一月、習近平国家主席はＡＰＥＣ首脳会議と並行 北京で









力（推進の仕組み作り、ＦＴＡ交渉、国境を越えた経済協力区建設） ③資源エネルギー （油ガス田、火 ・水力・原子力発電所、鉱物資源開発） 、④金融協力（ＡＩＩＢ、シルクロード基金、上海協力機構開発銀行およびＢＲＩＣｓ開発銀行の 置、アジア債券基金の設立、アジア信用制度研究センターの設置、人民元の国際化） 、⑤地域発展（中国の東部・中部・西部の協力強化、開放型経済のレベル向上） 、⑥新たな開放型経済体制建設（中国を中心とするＦＴＡＡＰと「新シルクロード構想」地域の経済一体化） 、 目指すべきとしている。　
第二に、外交面では、シルク







































主席がＡＩ Ｂの設立に向けたイニシアティブを表明した後、二〇一四年一月以降、中国はアジア・中東各国との事務レベル協議を順次開催し、同年一〇月二四日北京にて、 国を含む ジア・中東の二一カ国が、ＡＩＩＢ 枠組みに関する政府間覚書（ＭＯＵ）に署名した。その後 東南アジア、南アジア、中央アジア、中近東の発展途上国を中心に参加意向を示す国が増加した。そして創設メンバーとして参加できる期限の三月末の直前に、イギリス、ドイツ、フランスなど欧州の先進国、韓国、オーストラリアなどアジアの先進国、ロシア、ブラジルなどの新興国が相次いで参加を表明 、国は四六カ国まで拡大した（三月三一日現在） 。他方、アメリカ、日本は三月末の時点ではＡＩＩＢへの参加は表明していない。出資比率等からみた中 過大な影響力、既存 世界銀行・アジア開発銀行との競合、新たに設置されるＡＩＩＢのガバナンスへの懸念などが背景にあるとみられる。　
アジアの持続可能な経済発展に
必要なインフラ整備 厖大な資金




シルクロードの起点 される中国の内陸部、沿岸部も経済・産業の振興に与かることになる。例えば、「新シルクロード経済ベルト」構想は、中国 西北 （新疆ウイグル自治区、青海省、寧夏回族自治区、甘粛省、陝西省）と西南部（四川省、重慶市、雲南省、広西チワン族自治区）を含む内陸部、「二一世紀海上シルクロード経済」構想は、中国の沿岸部（江蘇省、浙江省、広東省 福建省 海南省）が関連地域となっている。
　
筆者は、二〇一四年の後半から、



























州では、中国とラオス、ミャンマー、タイを結ぶ南北回廊の要所である景洪市から陸上輸送の国境の町（磨憨）とメコン川を利用した水上輸送の国境の町（関累港）を訪問する機会があった。中国とタイ・ラオスとの間では、中国から電子製品、機械、果物（リンゴ） 、切り花 果物を輸出しイからコメや熱帯産品（果物） 、ラオスから木材や農 物を輸入する国境貿易が盛んであっ 。特に二〇一三年一二月にタイのチェンコンとラオスのフェイサイを結ぶメコン架橋が完成してか 陸上輸送の利便性が高まり、磨憨では年間二二〇万ト の貿易取引が行われているとのことであった。他方、メコン川を経由する水上輸送については、乾季の水量が少ないため三〇〇トン程度の貨物船のみ航行可能であり、年間で一〇～一五万トン程度の貿易取引が行われているとのこと った。
⑶四川省　
二〇一五年二月に四川省に出張
し、四川省政府の幹部との意見交換を行った際に、先方から以下のような話があった。四川省としては、今後、新シルクロード構想や長江ベルト構想を活用して 中国の長江デルタ、 中央アジア、 東南アジア・南アジアを結ぶ結節点として、経済・産業の発展を実現していこうとの意気込みが感じられた。＊





 中国の周辺国との間でも、物流、貿易取引、人的交流など積極的に進めていく予定であり そのためのインフラ整備を進めたい。雲南省等を通って東南アジアや南アジアと結ぶ道路・鉄道等のインフラの開発 進め、また、成都から欧州への貨物列車も運行を始めており、こうしたルートを通じた交流が拡大していく見込みである。四川省 農産物の輸出や企業の海外進出、また、海外の企業の四川省への投資大を期待している。
＊




に先駆けて広域の経済回廊開発、ＯＤＡや民間資金を活用したインフラ整備というアプローチをとってきた。具体的には、筆者が産業省で資金協力の仕事に携わっていた二〇〇八年頃から、ＡＳＥＡＮを中心とし アジア総合開発計画（ＣＡＤＰ）やＡＳＥＡＮコネクティビティ・マスタープラン（ＭＰＡＣ） 、インドシナ半島で日メコン経済産業協力イニシアティブ（ＭＪ―ＣＩ） 、インドネシアでインドネシア経済開発回廊（ＩＥＤＣ） 、インドでデリー・ムンバイ産業回廊 ＤＭＩＣ）など広域経済回廊の開発を支援した。また、リーマンショックによる金融危機を契機として、二〇〇九年に日本政府として、アジアを中心に最大二兆円（約二〇〇億ドル）規模のＯＤＡの供与をコミットした。さらには、アジアでの膨大なインフラ需要を日本のＯＤＡだけで賄いきれないので 民間資金を活用したＰＰＰによるインフラ整備進めるため、ＪＩＣＡの海外投融資の再開や、その他、ＪＢＩＣ、ＮＥＸＩの融資・保険制度 改革を進めてきた。　
こうした広域経済開発の取り組
みは、まずはアジア地域で多くの










ヤー産業（商社、機器、コンサル等）からみた場合には、今後、両国企業の間で競争が激化していくものとみられる。例えば、インドネシアの二〇〇五～〇九年の第一次電源開発促進プログラム（クラッシュ・プログラム） 、主として中国企業が石炭火力発電所の整備を落札したが、資金調達の遅れと工期延期が問題化し、第二次プログラムでは、日系企業がより多く採用されることになった。また、最近では、タイの南北を結ぶ高速鉄道の建設受注に向けて 中企業が競争を激化させている。これまでは、高い技術水準が求められる案件は日本 汎用技術でコスト競争力が求められる案件は中国といった棲み分け なされてきたが、今後は、高速鉄道 効率火力発電など高い技術 必要とる案件に関しても中国企業の参入が増えていくだろう。　
第三に、ファイナンスからみた
場合に、ＡＩＩＢやシルクロード基金が、既存の開発金融機関（世界銀行、アジア開発銀行）や二国間ＯＤＡ等では十分に対応しきれないインフラ整備の資金需要を賄うことが期待される一方 金


















ことが考えられる。前述のとおり、筆者が中国の内陸部や沿岸部の省を訪問した際に、新シルクロード構想に関連して、日本として関心のある案件があれば、是非とも協力してほしいとの要望 多く出された。また、海外のインフラ整備の案件についても中国から価格競争力の高い汎用品を調達し、日本の優れた工程・運営管理能力を活用したような の開発が今後増えてくるかもしれな 筆者が、先日四川省を訪問した際 、中国の大手重電メーカーである東方電気の本社を訪問す 機会があったが、すでに日本の重電メ カーと技術提携してライセンス生産を行い、また 日本の商社と提携してアジア諸国で発電事業 進めているとの話であった。●おわりに　
中国のシルクロード構想やＡＩ
ＩＢ設置から生じる外交・安全保障面を中心とする地政学的なリスクに対して日本としてどのように対応するかという論点については日本のアジア、中近東、アフリカ、欧州に する外交・安全保障政策にまで及ぶ話であり 本稿の扱うべき範囲を大きく超え こ になる。
　
ただし、本稿の最後に強調した
い点としては、 「中国と日本は隣国であり、政治・安全保障面で摩擦が生じることもあるが、貿易・投資・観光等の経済面で相互に依存しており、日中両国がアジアおよび世界に共に貢献するなか 、お互いに共通利益を拡大していけるような戦略的互恵関係を更に発展させていく必要がある」ということである。日中以外の第三国において、両国がやみくもに経済的な影響力を拡大させるような競争をすべきではない。逆に、支援対象国や日中両国 利す ような広域経済開発構想や個別のインフラ案件があれば、ケースバイケースで是々非々を判断しつつ、 もに協力して進めていくべきではないかと考える。　
先日、筆者が勤務する日中経済
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